
総社市税条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

  令和元年９月２０日 

 

                                       総社市長 片 岡 聡 一 

 

総社市規則第３０号 

 

総社市税条例施行規則の一部を改正する規則 

 

総社市税条例施行規則（平成１７年総社市規則第４０号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中条の表示に下線が引かれた条（以下「移動条」という。）に対応する同表の改正後の欄中条の表示に下線が引かれた条（以下「移動

後条」という。）が存在する場合には，当該移動条を当該移動後条とし，移動後条に対応する移動条が存在しない場合には，当該移動後条を加える。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（条及び様式の表示を除く。以下「改正部分」という。）を当該改正部分に対応する同表の改正後の欄中下線が

引かれた部分に改める。 

次の表の改正前の欄中様式の表示に下線が引かれた様式（以下「移動様式」という。）を当該移動様式に対応する同表の改正後の欄中様式の表示に下線が

引かれた様式とする。 

  

改   正   後 改   正   前 

 

 （軽自動車税の減免） 

第８条の２ 略 

（環境性能割の減免対象） 

第８条の３ 条例附則第１５条の３に規定する軽自動車は，次に掲げるもの

のうち市長が必要と認めるものとする。 

 (１) 身体に障害を有し歩行が困難な者であって市長が別に定めるもの（以

下この条において「身体障害者」という。）が運転する軽自動車であっ

て当該身体障害者が取得するもの 

(２) 精神に障害を有し歩行が困難な者であって市長が別に定めるもの（以

下この条において「精神障害者等」という。）が運転する軽自動車であ

って当該精神障害者等が取得するもの（当該精神障害者等が軽自動車を

取得することができないことについて特別の事情があると市長が認め

る場合には，当該精神障害者等と生計を一にする者が取得するものを含

む。） 

 

 （軽自動車税の減免） 

第８条の２ 略 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



改   正   後 改   正   前 

 (３) 身体障害者又は精神障害者等（以下この条において「身体障害者等」

という。）と生計を一にする者が当該身体障害者等の通学，通院，通所，

生業その他これらに類するもの（次号において「通学等」という。）の

ために運転する軽自動車であって当該身体障害者等が取得するもの（当

該身体障害者等が軽自動車を取得することができないことについて特

別の事情があると市長が認める場合には，当該身体障害者等と生計を一

にする者が取得するものを含む。次号において同じ。） 

 (４) 身体障害者等（身体障害者等のみで構成される世帯の者に限る。）を

常時介護する者が当該身体障害者等の通学等のために運転する軽自動

車であって当該身体障害者等が取得するもの 

 (５) 構造上身体障害者等の利用に供する軽自動車であって市長が別に定

める構造を有するもの 

 (６) 特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２条第２項に規定

する特定非営利活動法人が当該特定非営利活動法人の設立当初の役員

又は社員から無償で取得し，かつ，当該設立の日から３月以内に道路運

送車両法（昭和２６年法律第１８５号）第６７条第１項の規定により所

有者の変更について自動車検査証の記入を受けた軽自動車であって，特

定非営利活動促進法第１１条第１項第３号の規定により当該法人の定

款に記載された特定非営利活動に係る事業の用に現に供されているも

の 

 (７) 前各号に掲げるもののほか，天災その他特別の事情があると市長が認

める軽自動車 

 （市税減免決定の通知） 

第８条の４ 市長は，条例の定めるところにより市税の減免を決定したとき

は，当該納税義務者に対して，様式第３８号，様式第３８号の２又は様式

第３８号の３による減免決定通知書を発しなければならない。ただし，第

８条又は第８条の２第２項の規定により，申請書を提出することを要しな

いものとされた減免については，この限りでない。 

 

様式第３８号（第４条，第８条の４関係） 

 （別紙のとおり） 

 

様式第３８号の２（第４条，第８条の４関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （市税減免決定の通知） 

第８条の３ 市長は，条例の定めるところにより市税の減免を決定したとき

は，当該納税義務者に対して，様式第３８号，様式第３８号の２又は様式

第３８号の３による減免決定通知書を発しなければならない。ただし，前

２条の規定により，申請書を提出することを要しないものとされた減免に

ついては，この限りでない。 

 

様式第３８号（第４条，第８条の３関係） 略 

 

 

様式第３８号の２（第４条，第８条の３関係） 略 



改   正   後 改   正   前 

 （別紙のとおり） 

 

様式第３８号の３（第４条，第８条の４関係） 

 （別紙のとおり） 

 

 

 

様式第３８号の３（第４条，第８条の３関係） 略 

 

 

 

   附 則 

この規則は，令和元年１０月１日から施行する。 

 



様式第３８号（第４条，第８条の４関係) 

第   号 市税減免決定通知書(   税) 

年  月  日  

 

          様 

 

 

 

総社市長          印  

 先に申請のありました市税の減免について，次のとおり減額を決定しましたので通知し

ます。 

年 度 別        年度 

税 目 

  

納税通知書番号 第     号 

  年 税 額 

期 別 

1 期 2 期 3 期 4 期 

当 初 額 

円  円 円 円 円 

更 正 額 

          

差 引

減 免 額 

          

事 由 

  

 



様式第３８号の２（第４条，第８条の４関係) 

                                     年  月  日 

 

 

総社市長         印     

   

                   様 

 

年度 軽自動車税減免決定通知書 

 

 先に申請のありました市税の減免について，総社市税条例第８９条の規定により，次のとおり決定し

ましたので通知します。 

 

 

 

記 

納税義務者名  

 

標識番号 課税額 減免決定額 差引納付額 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 



様式第３８号の３（第４条，第８条の４関係） 

                 年  月  日 

 

 

総社市長           印    

   

                   様 

 

 年度 軽自動車税減免決定通知書 

 

 先に申請のありました市税の減免について，総社市税条例第９０条の規定により，次のとおり決定し

ましたので通知します。 

 

 

 

 

記 

 

納税義務者名  

標識番号  

課税額         円 

減免決定額         円 

差引納付額         円 

 

 


